
「幼保無償化」から外国人学校の幼児教育・保育施設を除外しないことを求める

会長声明  

  

子ども・子育て支援法改正法が、２０１９年（令和元年）１０月１日から施行

され、幼児教育・保育の無償化（以下「幼保無償化」という。）が始まった。認

可幼稚園、認可保育園、認定こども園のほか、認可外保育施設、一時預かり事業、

病児保育事業、ファミリー・サポート・センター事業も幼保無償化の対象とされ

た（子ども・子育て支援法第７条１０項、第３０条の２以下等）。  

ところが、政府は、ブラジル人学校や朝鮮学校等、各種学校である外国人学校

の幼児教育・保育施設（以下「外国人学校幼保施設」という。）は「幼児教育を

含む個別の教育に関する基準はなく、多種多様な教育を行っており、また、児童

福祉法上、認可外保育施設にも該当しないため、無償化の対象とはならない。」

とした（「幼児教育・高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針」２０１８年

１２月２８日関係閣僚合意。以下「閣僚合意」という。）。  

外国人学校幼保施設の中には、元々、認可外保育施設として届け出ていた施設

や、幼保無償化施行に向けて新たに認可外保育施設としての届出を行おうとし

た外国人学校幼保施設もあった。しかるに、閣僚合意に基づく厚労省の指導（子

発０４０５第２号２０１９年４月５日厚生労働省子ども家庭局長「児童福祉法

施行規則の一部を改正する省令の公布交付について」）により、地方自治体は、

外国人学校幼保施設の認可外保育施設としての届出を受け付けず、更には、認可

外保育施設として届け出ていた外国人学校幼保施設に認可外の廃止届を求めた。  

しかしながら、幼保無償化の対象となるのは、認可外保育施設の届出をした施

設のうち、内閣府令で定める基準を満たす施設であるところ、同府令に定める保

育の内容は、「①小学校就学前子ども一人一人の心身の発育や発達の状況を把握

し、保育内容が工夫されていること、②小学校就学前子どもが安全で清潔な環境

の中で、遊び、運動、睡眠等がバランスよく組みあわされた健康的な生活リズム

が保たれるように、十分に配慮がなされた保育の計画が定められていること」等

であり、「幼児教育を含む個別の教育に関する基準」による保育が要求されてい

るわけではない（子ども・子育て支援法第７条１０項４号、平成２６年内閣府令

第４４号子ども・子育て支援法施行規則第１条１号二）。 

子ども・子育て支援法は、「すべての子どもが健やかに成長すること」（法第２

条２項）を基本理念とするものであるにもかかわらず、認可外保育施設の届出を

受け付けなかったり廃止届出を求めるなどすることは、実質的な外国人差別を

助長するものであって、憲法第１４条、自由権規約第２条１項、社会権規約第２

条２項、人種差別撤廃条約、子どもの権利条約第２条１項などが禁止する差別的

取扱いに該当する。  

したがって、当会は、国及び地方自治体に対し、幼保無償化の対象から外国人

学校幼保施設を除外しないことを求める。  
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